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巻　頭　言

農業農村工学会農地保全研究部会第33回研究集会

「東日本大震災に伴う津波被害・対策とその後」

の開催にあたって

　先ずは平成23年３月 東北地方太平洋沖地震による未曾有の大震災で被災された皆様に

心からのお見舞いと、逝去された方々に哀悼の意を表します。 

　農地保全研究部会は、昭和55（1980）年６月に滋賀県草津市において、「農地保全と水食」

をテーマに開催されました。以来、中山間地、農地の多面的機能、農村景観、耕作放棄な

ど、時代背景に応じた、農地保全に関わる多くの問題に取り組み、その解決策を求めてき

ました。 

　そして、本年は、平成24年11月20日、宮城県仙台市において、第33回研究集会を開催す

ることになりました。 

　今回の研究集会では「東日本大震災に伴う津波被害・対策とその後」をテーマに掲げま

した。平成23年３月11日14時46分頃、三陸沖を震源とするマグニチュード9.0の東北地方

太平洋沖地震（東日本大震災）が発生しました。宮城県栗原市で震度７、宮城県、福島県、

茨城県、栃木県の４県28市町村で震度６強を観測したほか、北海道から九州までの広範囲

において地震を観測しました。発生した地震は、マグニチュード9.0という、明治以降記

録を取り始めて以来最大の地震であり、その後発生した大津波により太平洋沿岸の多くの

県で多数の死傷者が出ました。この東日本大震災は死者・行方不明者18,700余名、建物の

全壊・半壊393,000余棟、ライフラインの破壊、そして農林水産関係などに未曾有の被害

をもたらしました（平成24年９月現在）。 

　東日本大震災により宮城県をはじめ被災県では広範囲にわたり農地や農業用水路、ため

池、農道などの農業用施設に大きな被害がでました。また、福島県では農業用ため池（藤

沼ダム）の決壊により死者７名・行方不明者１名、流出・全壊家屋19棟の被害に見舞われ

ました。さらに、同震災での津波では、場所によっては波高10ｍ以上、最大遡上高40.1ｍ

にも上る大津波が発生し、 東北地方と関東地方の太平洋沿岸部に農地の流出や冠水などの

壊滅的な被害をもたらしました。津波による被災農地面積は宮城県の１万4,371haをはじ

め太平洋岸の各県で２万1,476haの農地が被災し、農林業の被害額は２兆3,841億円に達し

ています。また、今回の地震では地殻変動により岩手県陸前高田市で84㎝、宮城県石巻市

で78㎝など広い範囲で地盤沈下しています。 

　また、地震から約 1時間後に遡上高14～15メートルの津波に襲われた東京電力福島第一

原子力発電所は、全電源を喪失して原子炉を冷却できなくなり、１号機と３号機で炉心溶



融（メルトダウン）が発生しました。また、水素爆発により原子炉建屋が吹き飛び、大量

の放射性物質の漏洩を伴う重大な原子力事故に発展し、広範囲の農地が汚染されました。

我が国の農地が放射性物質に汚染される事態は初めてのことであり、面積が大きく、食料

生産の基盤である農地土壌を除染する技術を開発するため、農林水産省では福島県飯舘村

において「農地除染対策実証事業」を行い、８月31日には「農地除染対策実証事業」の中

間とりまとめがなされ、除染作業のマニュアルを作成しています。農地除染が適切かつ効

率的に実施され、安全な生産基盤の提供に資することを期待します。 

　津波によって被災した農地に限定しても、除塩のみで営農が可能な農地、ヘドロ等が堆

積している農地、用排水路等が著しい損傷を受けた農地、堤防の決壊や地盤沈下等により

海水が浸入している農地など、その被害状況が様々です。

　そして、個別の報告でもなされていますが、行方不明者の捜索や瓦礫処理のため重機に

より耕盤層やパイプラインの給水栓が破壊され、除塩作業をほ場整備と一体的に行うこと

が必要な地区があります。また、作付け困難に伴う土地改良区の経常賦課金の運営、農業

の再生 ･復興には多くの課題があります。 

　東日本大震災の発生から１年８ヶ月が経過した現在においても、未だ課題は山積み、傷

跡も深く残っています。一方、復興に向けて歩み出してもいます。

　今回の研究集会では東日本大震災からの復興・復旧の状況について報告があるほか、農

地と東日本大震災、主として津波により被災した農地を対象にして、被災の実態と除塩に

ついての報告がなされています。また、11月21日の現地研修会では東日本大震災で被災し

た石巻市、東松島市および女川町を圏域とする河南矢本土地改良区および県南部太平洋沿

岸に位置する亘理町・山元町に位置する亘理土地改良区管内を訪れます。

　東日本大震災に伴い被災した農地の現状をご自身の目で確認するとともに、復興に向け

た歩みを確認して頂きたいと思います。 

　今回、この地で研究集会を開催するにあたり、多くの皆様のご尽力を賜りました。とり

わけ、宮城県、宮城大学の関係各位にお礼申し上げます。 

平成24年11月 

公益社団法人 農業農村工学会

農地保全研究部会 

部会長　　長利　洋
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【講演者略歴】

　　原　口　暢　朗

　　所　属：独立行政法人農業・食品産業技術総合研究機構 農村工学研究所

　　職　名：上席研究員

　　略　歴：昭和57年　農林水産省入省（研究職）

　　　　　　農林水産省農業土木試験場、同四国農業試験場、同農業工学研究所、

　　　　　　農林水産技術会議事務局、独立行政法人農業工学研究所、

　　　　　　独立行政法人農業技術研究機構 九州沖縄農業研究センター、を経て現職
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【講演者略歴】

　　猪　股　直　行

　　所　属：宮城県農林水産部農村整備課

　　職　名：技術副参事（農地集積指導担当）

　　略　歴：1972年　宮城県入庁

　　　　　　2010年　東部地方振興事務所登米地域事務所農業農村整備部

　　　　　　2011年　宮城県農林水産部農村整備課

　　　　　　　　　　現在に至る
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【講演者略歴】

　　千　葉　克　己

　　宮城大学食産業学部講師

　　1971年宮城県生まれ。

　　1996年宮城県入庁。古川農林振興事務所、産業経済部農村基盤　計画課、古川農業試

　　験場、農業短期大学を経て、2009年４月から現職。

　　専門は土地改良学。暗渠排水の新技術や機能回復技術、耕作放棄による地域環境への

　　影響評価などに取り組んでいる。東日本大震災後は津波被災農地において除塩対策と

　　塩分モニタリングなどを行っている。

　　岩手大学大学院農学研究科農業土木学専攻修了、博士（農学）。
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⑬ 最後に

講 演 ５
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①① 宮城県内における石巻圏域の概況

○ 石巻圏域は，石巻市，東松島市及び女川町の2市1町で構成しており，冬期の積雪
が少ない温暖な気候で面積・人口・水田面積ともに県の概ね10％を占める地域。

宮城県内における石巻圏域位置図

石巻市 女川町

東松島市

一級河川北上川
一級河川旧北上川

○ 宮城県で生まれた「ササニシキ」や，「トマト」，「きゅうり」などの生産量が
県内でNo.1。生産額に占める園芸作物の割合が高く，最も盛んな地域の一つ。

ササニシキ トマト きゅうり

大曲地区 二級河川定川

涌谷町

美里町

河南矢本土地改良区

所在地域：二市二町

農地面積：約5,000ha

組合員：約3,200人

旭山丘陵

北上運河

② 東日本大震災による石巻圏域の被災概要

○ 平成23年3月11日14時46分，三陸沖を震源とするマグニチュード９の巨大地震が
発生。宮城県内では県北部の栗原市で震度７など，非常に強い揺れを観測。

東北地方太平洋沖地震
■2011/3/11 14:46 
■最大震度：7 
■マグニチュード：9.0 栗原市 震度7

東松島市 震度6強

○ 石巻市牡鹿では最大で約1.2ｍ地盤沈下を観測。その後の津波により多数の建物
が流失し，死者や行方不明者は併せて5,800人に達するなど，甚大な被害が発生。

石巻市牡鹿 1.2m地盤沈下

津波により流失した家屋(東松島市大曲浜)

津波観測 (後の被害状況・痕跡調査より) 
■石巻市鮎川浜 7.7m 東松島市大曲 5.8m
死者（行方不明者） (平成24年3月9日現在) 
■石巻圏域 4,864 （ 951)人 計 5,815人
■宮城県 9,512 (1,688)人 計 11,200人
■全 国 15,854 (3,167)人 計 19,021人

石巻市 鮎川浜

東松島市 大曲
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③③ 石巻圏域の農地・農業用施設等の被災状況

○ 農地・農業用施設等の被災状況は，津波湛水農地が約3,460(14,300)ha，災害査
定件数・額は県営・団体営で合計645(2,433)件，376(1,154)億円。(()は県全体)

○ 農地・農業用施設等の災害復旧事業は，津波被災地域において，国，県，石巻市
及び東松島市と協議を行い，大部分の地区は国営事業や県営事業で実施。

津 波 湛 水

(h a)

同 左 被 害 額

(億 円 )

被 害 箇 所

(箇 所 )

同 左 被 害 額

(億 円 )

被 害 箇 所

(箇 所 )

同 左 被 害 額

(億 円 )

件 数

(箇 所 )

査 定 額

(百 万 円 )

農 地 （ 除 塩 含 む ） 2 ,0 6 7 4 5 5 - - - - 4 5 5 1 8 7 1 2 ,9 5 3

農 業 用 施 設 - - 2 3 4 8 9 - - 8 9 5 8 3 ,7 5 0

農 地 海 岸 そ の 他 - - - - 8 2 7 2 7 1 2 5

小 　 計 2 ,0 6 7 4 5 5 2 3 4 8 9 8 2 7 5 7 1 2 4 6 1 6 ,7 2 8

農 地 （ 除 塩 含 む ） 1 ,3 8 8 3 0 5 - - - - 3 0 5 1 9 8 1 2 ,9 3 8

農 業 用 施 設 - - 1 6 0 1 0 3 - - 1 0 3 6 0 3 ,1 9 0

農 地 海 岸 そ の 他 - - - - 2 5 5 2 5 2 2 2 3 ,7 3 6

小 　 計 1 ,3 8 8 3 0 5 1 6 0 1 0 3 2 5 5 2 4 6 0 2 8 0 1 9 ,8 6 4

農 地 （ 除 塩 含 む ） 5 1 - - - - 1 - -

農 業 用 施 設 - - 0 0 - - 0 - -

農 地 海 岸 そ の 他 - - - - 0 0 0 - -

小 　 計 5 1 0 0 0 0 1 0 0

涌 谷 町 - - 4 1 - - 1 - -

登 米 市 - - 1 1 - - 1 - -

農 地 （ 除 塩 含 む ） 3 ,4 6 0 7 6 1 - - - - 7 6 1 3 8 5 2 5 ,8 9 0

農 業 用 施 設 - - 3 9 4 1 9 2 - - 1 9 2 1 1 8 6 ,9 4 0

農 地 海 岸 そ の 他 - - - - 3 3 7 9 7 9 2 3 3 ,7 6 2

計 3 ,4 6 0 7 6 1 3 9 9 1 9 4 3 3 7 9 1 ,0 3 4 5 2 6 3 6 ,5 9 2

団 体 営 計 1 1 9 1 ,0 5 1

3 ,4 6 0 7 6 1 3 9 9 1 9 4 3 3 7 9 1 ,0 3 4 6 4 5 3 7 ,6 4 3

※ 合 計 等 が 一 部 合 致 し な い の は 、 端 数 整 理 の た め で あ る 。

※ 上 表 の 県 営 ・ 団 体 営 の ほ か 、 国 営 分 と し て 約 １ ， ０ ０ ０ 億 円 （ 災 害 関 連 な ど ） が 見 込 ま れ て い る 。

査 定 状 況

石 巻 市

東 松 島 市

女 川 町

県 営 　

そ の 他
被 害 額 　 計

(億 円 )

合     計

市 町 名 災 害 区 分

津 波 湛 水 (農 地 ) 農 業 用 施 設

④ 河南矢本土地改良区の沿革と概況

○ 本土地改良区は，「農業用排水管理の一元化」等を図る観点から「同一水系一土
地改良区」の実現を目指し，3土地改良区が合併して平成6年8月に発足。

旧北上川

定川

○ 用水状況は，旧北上川より主に国営和渕・中山揚水機場からポンプ取水。排水状
況は，主に旧北上川に2排水機場，定川に13排水機場によりそれぞれ機械排水。

国営中山揚水機場 （S50）

■受益面積 A=3,547ha

■揚水量 Q= 9.2 m3/s

国営和渕揚水機場（S51）

■受益面積A=1,185ha

■揚水量 Q=  6.5 m3/s

国営和渕揚水機場

国営中山揚水機場

定川に国営及び県営の13排
水機場により機械排水

旧北上川に国営及び県営の

2排水機場により機械排水

国営五味倉排水機場（S29）

■受益面積 A=123ha

■排水量 Ｑ=1.07m3/s

国営五味倉排水機場
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⑤⑤ 河南矢本地域における被災状況

○ 本地域では，津波湛水農地が約990ha/約5,000ha(約20％)。0.5m程度の地盤沈下
などにより，国営・県営などの24基幹用排水機場のすべてで被災している状況。

○ その他，用水路はL=10km，排水路はL=6.2kmなどが被災しており，国営・県営な
どを併せた農業用施設の災害査定件数・額は84件，55億5千万円の被害額が発生。

②大曲地区内に集積したガレキ等

②

③大曲地区内に集積したガ
レキ等

③
着色凡例

河南矢本地域

津波湛水農地

④北上運河に集積したガレキ等

④

①

2級河川定川の破堤

平成23年4月

①大曲地区の湛水状況

北上運河

石巻港

⑥ 大曲地区農地・農業用施設等の被災状況

○ 多数の農業従事者等が，自宅の流失などの住家被害や人的な被害にあったほか，
農業用機械や農業用施設もすべて流失するなど，壊滅的な被害が発生。

①

②農地冠水状況

②

○ 大曲地区の農地(約214ha)では，約0.5m程度の地盤沈下とともに，全農地が冠水
するなど，国営・県営分の査定件数・額で24件，57億2千万円の被害額が発生。

④

④機場内の被災状況③大曲第二排水機場の冠水状況

③

34-544  大曲(1)大曲第二排水機場

①大曲地区湛水全景

⑤大曲排水機場の流失

定川堤防の破堤状況

⑤
34-545  大曲(3)堺堀用水路

34-546  大曲(2)堺堀用水路

施設災１３件

除塩災 ６件

農地災 ５件

※直轄災 大曲機械排水路

※直轄災 大曲排水機場
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⑦⑦ 河南矢本地域における復旧・復興状況

○ 本地域内990haの農地復旧のうち，震災直後の3月末には津波浸水被害が比較的
軽微な農地で代掻き除塩などを実施し，190haの農地がH23春に営農可能に。

○ H23復旧では津波堆積土砂が少ない320haの農地がH24に営農可能になり，H24以
降では津波浸水被害が甚大な大曲地区などの480haの農地がH25以降に営農予定。

H24作付可能区域 A=320ha

H23作付(春)可能区域 A=190ha

H25以降 西矢本地区 A=266ha

H25以降 大曲地区 A=214ha

H23春に除塩した水田で秋に収穫し
た「復興米」を村井知事に贈呈

復興米

⑧ 西矢本地区復興交付金事業計画（農地整備事業）

○ 西矢本地区(A=266ha)では早期の営農再開を図るため、H24までに津波浸水被害
が比較的軽微な農地(A=125ha)で除塩作業などの災害復旧事業を優先的に実施。

災害復旧事業 A= 266ha

H24までに津波浸水被害が比較的

軽微な農地復旧面積 A=125ha

東日本大震災復興交付金
（復興交付金事業）とは

■目的：
東松島市の復興計画の下で進める
地域づくりを支援し、復興を加速
させるため

■対象：
著しい被害を受けた地域の復興地
域づくりに必要となる事業

○ H25以降は，原形復旧による一部区域の営農の再開を行いつつ，並行して10a区
画→1ha区画に再整備する復興交付金事業(A=208ha)を実施予定。

復興交付金事業 A= 208ha

この区域は、H24までに

災害復旧事業を優先的に実施後、

復興交付金事業を実施予定

この区域は、

災害復旧事業と復興交付金事業

を同時施工予定
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⑨⑨ 大曲地区復興交付金事業計画(農地整備事業)

○ 大曲地区(A=214ha)では，H21に経営体育成基盤整備事業(A=108ha)で採択され，
上納工区で整地工A=10haが工事発注済であったが，完成検査の直前に震災が発生。

上納工区 発注区域
A=10ha

受益面積 A=108ha
経営体育成基盤整備事業

災害復旧事業 ＋ 復興交付金事業
（A=142ha）を同時施工

○ 農地復旧・除塩作業などの災害復旧事業と，新たに浜工区(A=34ha)の編入を行い，
10a区画→1ha区画に再整備する復興交付金事業(A=142ha)を同時並行で実施。

新たに浜工区 A=34haを編入予定

災害復旧事業 A=214ha

災害復旧事業 単独復旧区域

復興交付金事業 A= 142ha

⑩ 大曲地区復旧・復興の基本的な考え方

○ 県では，大曲地区(A=142ha)の農地復旧を「みやぎの農業・農村復興計画」に基
づき，「農地の面的な集約・経営の大規模化・高付加価値化」を推進。

生産基盤の早期復旧や早期の営農再開に向けた支援 （復旧期 3年 再生期 4年）

農業農村整備部門：県東部地方振興事務所 営農担当部門：県石巻農業改良普及センター

農地の面的な集約

100/142haの農地を新たな農業経営体が集約

経営の大規模化

10a→1ha区画の汎用化水田などを整備

高付加価値化

水田から「園芸施設団地」などに換地

災害復旧事業＋復興交付金事業(農地整備)など
による1ha区画の大区画整備

河南矢本土地改良区：ほ場整備の推進や担い手への土地利用調整などを実施

多様な主体と連携した，魅力ある農業・農村の再興を実現

農業生産の基盤を支えるほ場整備の推進

○ 本土地改良区では，県，東松島市及びＪＡなどとの役割分担の下，ほ場整備の推
進や担い手への土地利用調整などを実施し，魅力ある農業・農村の再興を実現。

東松島市やJAいしのまきなどと連携し、地域農
業を担う農業経営体「大曲生産組合」を支援

大規模な「土地利用型農業経営」を実現

復興交付金事業(被災地リース)による
農業用施設や農業用機械の導入計画

早期の営農再開に向けた被災者支援

営農再開に向けた総合的な相談窓口の設置

収益性の高い「園芸施設団地」などを整備
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⑪⑪ 大曲地区沿岸部農地の塩害抑制対策

○ 沿岸部農地では，二級河川定川が破堤し，約3haの農地が冠水している状態。平
均約0.5mの地盤沈下の影響と併せ，地下水の塩水化は，被災前より進行。

①

計画中の大曲統合排水機場
①

③

②

堤防横断図（排水路模式図）

約0.5m地盤沈下

二級河川定川

二級河川定川破堤部

①定川破堤部の冠水状況

②二級河川定川

排水路

塩水の動き

排水路

○ 県では，塩害抑制対策として，定川堤防副水路に塩水の浸入を抑制する「排水
路」を計画。常時水位を下げた場合に構造的な安定が保たれるのか等を検討。

1.7m～2.5m嵩上げ

③定川副水路

コンクリート連節ブロック三面張

B=8.2m

H=1.3m

⑫ 大曲地区津波堆積土砂の有効利用

○ 地区内の全農地には，ヘドロや砂，ガレキなどが約5～40cm堆積し，耕土と一部
混在している状況。耕土内の雑物やヘドロなどの除去が営農上の大きな課題。

②

①

④

③

堆積厚 t=23cm

①ヘドロ堆積状況 ②砂質土堆積状況

堆積厚 t=37cm

③砂質土堆積状況

堆積厚 t=12cm

④砂質土堆積状況

堆積厚 t=9cm

⑤

○ 県では，雑物は分別機「自走式スクリーン」での除去を計画。ヘドロなどは，重
金属調査などの分析を行い，営農上支障がなければ，その有効利用を検討。

自走式スクリーン(イメージ写真)

分別

現在

⑤地区内の水田に集積したガレキ等

被災直後
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○○ 最後になりましたが，河南矢本地域の一日も早い復旧・復興に一歩一歩でありま
すが，全力を尽くしたいと考えていますので，よろしくお願いいたします。

○ ご静聴ありがとうございました。

⑬ 最後に

【講演者略歴】

　　内　海　善　吉

　　所　属：河南矢本土地改良区　工務課

　　職　名：課長補佐

　　略　歴：1985年　河南矢本土地改良区　工務課主事補として採用

　　　　　　1996年　工務課係長

　　　　　　2012年　工務課課長補佐

　　　　　　　　　　現在に至る
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【講演者略歴】

　　三　品　裕　二

　　所　属：亘理土地改良区　総務課

　　職　名：主事

　　略　歴：1999年　亘理土地改良区　総務課主事補として採用

　　　　　　2009年　亘理土地改良区　総務課主事

　　　　　　　　　　現在に至る
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情勢報告

( ) ( )

( )
( )

( ) ( )

( )
( )

( )
( )

( )
( )

( )

( )

( )
(

)

11,600
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海岸保全施設の被害海岸保全施設の被害

25
T.P.(m)

津波高と堤防高

10

15

20

0

5

193 1 553 694 274 2 714

海岸保全施設の被害（災害査定額） ( )

193 1,553 694 274 2,714

338 1,206 1,703 519 3,766

68 208 455 46 777

599 2,967 2,852 839 7,256

8

こǕƔǒの海岸保全施設の考え方こǕƔǒの海岸保全施設の考え方

亘理・山元農地海岸の例亘理・山元農地海岸の例

9
3
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【講演者略歴】

　　鈴　木　浩　之

　　略　歴：1963年　岩手県に生まれる

　　　　　　1986年　京都大学農学部農業工学科卒業

　　　　　　1986年　農林水産省入省

　　　　　　2002年　宮城県産業経済部農村基盤計画課長

　　　　　　2010年　財団法人日本水土総合研究所調査研究部長

　　　　　　2012年　農林水産省農村振興局防災課海岸・防災事業調整官

          　　　　　現在に至る
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　　　　　　開　催　日　　　　　　　　　　テ　ー　マ　　　　　　　　　　　開催地（後援県）

第１回　（昭和55年６月13日）　　農地保全と水食　　　　　　　　　　　　　　　草津市（滋賀県）

第２回　（昭和56年６月12日）　　農地保全の諸問題　　　　　　　　　　　　　　草津市（滋賀県）

第３回　（昭和57年７月22日）　　農地保全、その対策と研究　　　　　　　　　　山口市（山口県）

第４回　（昭和58年７月21日）　　農業生産環境保全の課題とその対策　　　　　　鳥取市（鳥取県）

第５回　（昭和59年７月19日）　　風土と農地保全　　　　　　　　　　　　　　鹿児島市（鹿児島県）

第６回　（昭和60年７月18日）　　災害と農地保全　　　　　　　　　　　　　　　松江市（島根県）

第７回　（昭和61年７月17日）　　土地生産力と農地保全　　　　　　　　　　　　金沢市（石川県）

第８回　（昭和62年７月16日）　　農地造成における設計施工と保全　　　　　　　郡山市（福島県）

第９回　（昭和63年７月25日）　　特殊土壌地帯における地力保全　　　　　　　　山形市（山形県）

第10回　（平成元年10月24日）　　国土・農村空間の総合整備と農地保全　　　　　那覇市（沖縄県）

第11回　（平成２年７月18日）　　緑の大地に豊かな環境・農地保全の新たなる展開

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　帯広市（北海道）

第12回　（平成３年９月３日）　　未来につなぐ豊かな大地　　　　　　　　　　　函館市（北海道）

第13回　（平成４年９月９日）　　豊かな環境の創造　急傾斜・火山灰地帯を新たに拓く

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎市（宮崎県）

第14回　（平成５年９月８日）　　自然環境の保全と活用－火山灰土壌と地下水－　熊本市（熊本県）

第15回　（平成６年９月７日）　　農業農村環境と水圏環境　　　　　　　　　　　中村市（高知県）

第16回　（平成７年９月７日）　　農地の保全と地すべり　　　　　　　　　　　　池田町（徳島県）

第17回　（平成８年11月14日）　　農地および農道法面の保全　　　　　　　　　　柳井市（山口県）

第18回　（平成９年11月20日）　　急傾斜地帯における農地の保全　　　　　　　　尾道市（広島県）

第19回　（平成10年10月29日）　　源流地帯における農地の保全問題　　　　　　　岐阜市（岐阜県）

第20回　（平成11年８月26日）　　棚田地帯の保全と整備　　　　　　　　　　　　長野市（長野県）

第21回　（平成12年８月31日）　　豊かで美しい地域環境を創る－農地保全の新たなる展開－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　青森市（青森県）

第22回　（平成13年９月６日）　　湿地の活用・保全　　　　　　　　　　　　　　秋田市（秋田県）

第23回　（平成14年９月10日）　　生態系に配慮した農地整備の新展開　　　　　　鴨川市（千葉県）

第24回　（平成15年９月９日）　　農地整備・保全事業における農地の多面的機能について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長野市（長野県）

第25回　（平成16年11月９日）　　低平地における農地保全と地域資源の活用　　　佐賀市（佐賀県）

第26回　（平成17年11月10日）　　棚畑および下流地域における農地と環境の保全

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－住民参加による保全を中心に－　　鹿児島市（鹿児島県）

第27回　（平成18年９月26日）　　環境と調和した農地保全　　　　　　　　　　　北見市（北海道）

農地保全研究部会研究集会のあゆみ
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第28回　（平成19年９月20日）　　農村景観形成における農地保全の役割　　　　　美瑛町（北海道）

第29回　（平成20年10月23日）　　中山間地における農地保全・地域資源の活用　　松阪市（三重県）

第30回　（平成21年11月６日）　　世界の農地保全問題の諸相

　　　　　　　　　　　　　　　　－水土資源保全に対する技術の継承と日本の責任－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　琉球大学（沖縄県）

第31回　（平成22年10月７日）　　持続的農業のための農地保全　　　　　　　　　前橋市（群馬県）

第32回　（平成23年11月10日）　　中山間地域における農地保全と耕作放棄対策　　甲府市（山梨県）

第33回　（平成24年11月20日）　　東日本大震災に伴う津波被害・対策とその後　　仙台市（宮城県）
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（名称）

第１条　この部会は、農業農村工学会農地保全研究部会と称する。

（目的）

第２条　この部会は、農地保全に関する基礎的研究と応用について総合的な研究、調査を

　　　　支援するとともに、その進歩発展を期するものである。

（事業）

第３条　この部会は、その目的達成のために次の事業を行う。

　　共同研究の奨励および調整

　　研究集会および現地研修会の開催

　　研究資料「農地保全の研究」部会誌の発行

　　その他必要な事項

（役員）

第４条　この部会に次の役員を置く。

　　部会長　　　　　　１名

　　会計監査　　　　　１名

　　幹事　　原則として農地保全の調査研究に関わる試験研究・行政機関を代表する者

　２　部会長は部会を代表する。

　３　会計監査は部会の予算を監督し、検査する。

　４　幹事は部会長を補佐し、部会の運営に当る。

　５　部会長および会計監査の選出は幹事の互選とする。

　６　部会長の任期は２年とし、再任を妨げない。

　７　部会長は、研究集会および現地研修会の開催にあたり、役員に加えて集会幹事を委

　　　嘱することができる。

（幹事会）

第５条　この部会に幹事会を設け、規約、会務の審議および運営にあたる。

　２　幹事会は、部会長および会計監査と幹事によって構成され、部会長が必要に応じて

　　　招集する。

　３　幹事は部会の目的に沿って、部会運営上必要な企画、事業および広報などを担当す

　　　る。

（会計）

第６条　この部会の経費は、農業農村工学会の研究部会交付金および寄付金などによる。

　２　会計年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。

（事務局）

第７条　この部会の事務局は、部会長の所属機関に置き、庶務および会計を担当する。

　２　部会長は、事務局の職務をおこなうにあたり、事務局幹事を委嘱することができる。

　　附　則

　　この規約は昭和54年７月12日より発効する。

　　この規約は平成11年４月１日から施行する。

　　この規約は平成19年９月19日から施行する。

　　この規約は平成22年４月１日から施行する。

農業農村工学会農地保全研究部会規約
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部　　会　　長

長　利　　　洋 北里大学 獣医学部

部　会　幹　事

赤　江　剛　夫 岡山大学 大学院 環境学研究科

安　中　武　幸 山形大学 農学部

井　上　光　弘 鳥取大学乾燥地研究センター緑化保全部門

大　坪　政　美 九州大学 大学院 農学研究院

小　倉　　　力
独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構
中央農業総合研究センター北陸水田輪作研究チーム

長　利　　　洋 北里大学 獣医学部

木　原　康　孝 島根大学 生物資源科学部

黒　田　久　雄 茨城大学 農学部

河　野　英　一 日本大学 生物資源科学部

古　賀　　　潔 岩手大学 農学部

腰　山　達　哉
独立行政法人 森林総合研究所
森林農地整備センター農用地業務部設計課

駒　村　正　治 東京農業大学 地域環境科学部

斎　藤　広　隆 東京農工大学大学院共生科学技術研究院

酒　井　一　人 琉球大学 農学部

酒　井　俊　典 三重大学 大学院 生物資源学研究科

佐々木　長　市 弘前大学 農学生命科学部

佐　藤　泰一郎 高知大学 農学部

鈴　木　浩　之 農林水産省 農村振興局 計画部

塩　野　隆　弘
独立行政法人 農業・食品産業技術総合研究機構
農村工学研究所 農地基盤工学研究領域

嶋　　　栄　吉 北里大学 獣医学部

杉　浦　俊　弘 北里大学 獣医学部

高　木　　　東 鹿児島大学 農学部

辻　　　　　修 帯広畜産大学 地域環境学研究部門

富　樫　千　之 宮城大学食産業学部環境システム学科

H24年度　農地保全研究部会幹事　一覧
（2012.8.30現在）
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中　野　拓　冶 琉球大学 農学部

長　澤　徹　明 北海道大学 大学院 農学研究院

中　村　公　人 京都大学 大学院 農学研究科

中　村　真　也 琉球大学 農学部

中　村　貴　彦 東京農業大学 地域環境科学部

永　吉　武　志 秋田県立大学 生物資源科学部

成　岡　　　市 三重大学 大学院 生物資源学研究科

西　村　　　拓 東京大学 大学院 農学生命科学研究科

深　田　三　夫 山口大学 農学部

松　本　康　夫 岐阜大学 応用生物科学部

三　原　真智人 東京農業大学 地域環境科学部

宮　崎　　　毅 東京大学 大学院 農学生命科学研究科

吉　永　安　俊 琉球大学 農学部

集　会　幹　事

石　垣　利　浩 宮城県　農林水産部　農村振興課

事 務 局 幹 事

杉　浦　俊　弘 北里大学 獣医学部

嶋　　　栄　吉 北里大学 獣医学部

柿　野　　　亘 北里大学 獣医学部
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